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今回の創発ｅｙｅｓは海洋プラスチック対策におけるトピックをお届け。
海洋プラスチック対策におけるこれまでの日本の対応を整理しつつ、
大阪で２０１９年６月に予定されているＧ２０サミットに向けて取り組むべきアイデアもご紹介します。
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・次世代農業の“芽”
第１３回　「産地間競争からグループ間競争へ」
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中国の革新的なシステムの実装プロジェクトが加速

　中国の習近平国家主席が主導していると言われる河北省の雄安新区には、数ヘ
クタール規模のデモ街区があります。毎日、結構な数の人が近くのパーク＆ライ
ドのステーションからバスに乗ってデモ街区まで見学に来ています。

　デモ街区では、トヨタのｅパレットくらいの大きさの自動運転車、自動運転コ
ンビニ、荷物運び用の自動走行車、無人コンビニ、無人ホテルなどを見学するこ
とができます。一つ一つ、よく作られていると思いますが、この分野の日本や欧
米の技術レベルを知っている人なら、個々の技術について驚くことはないでしょ
う。デモ街区を見学して会社に帰り、そうした報告をしている方がいるかもしれ
ません。

　しかし、多くの日本人がそうした報告をしているとしたら、それこそが日本の
低成長の原因の一つではないでしょうか。中国の人も雄安でやっていることが全
て現実になるとは思っていません。ただし、こうした実証をやっていけば、何ら
かの革新的なシステムが社会的に実装される、あるいは、街区としてやって初め
て分かることがある、と思っている人はたくさんいるはずです。

　アジャイル開発はソフトウェアで提唱された開発手法ですが、昨今は新しいビ
ジネスの立ち上げでも同様の考え方が取り入れられています。中国はこれを社会
システムの開発に取り入れているように思います。個々人との対話、ユーザーと
の協調が欠かせないＡＩ／ＩｏＴによる社会システムの開発には、ぴったりの理
念といえます。

　現段階で、中国政府がどのような開発理念を持っているか明言できませんが、
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中国中でＡＩ／ＩｏＴを投入した次世代型スマートシティのプロジェクトが加速
していることは間違いありません。
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Ｇ２０大阪サミットに向けた海洋プラスチック対策案

　２０１９年６月、Ｇ２０サミット（金融・世界経済に関する首脳会合）が大阪
市で開催される予定だ。日本が議長国となるサミットとしては参加国、参加者数
で史上最大規模となる重要な会合の会場は、大阪湾を臨む大阪国際見本市会場
（インテックス大阪）である。そしてここで議論される重要なアジェンダの一つ
が海洋ごみ問題になるだろうということに意義深さを感じずにはいられない。

　海洋ごみ、特に海洋プラスチック問題と呼ばれる、沿岸部や海に流出したプラ
スチック廃棄物による生態系破壊、人体への健康被害懸念や沿岸部の経済社会へ
の損害に対する問題意識は近年ますます高まっている。今年６月にカナダで開催
されたＧ７シャルルボワサミットでは、海洋プラスチック問題をはじめとする海
洋環境保全に対応するため、各国に具体的な対策を促す「健全な海洋及び強靭な
沿岸部コミュニティのためのシャルルボワ・ブループリント」が採択された。同
サミットにおいては英国、フランス、ドイツ、イタリア、カナダ５カ国とＥＵは
「海洋プラスチック憲章」に署名し、国・地域内のプラスチック規制強化の推進
の姿勢を明確にした。

　しかし２０１５年に発行された学術誌サイエンスによれば、人口密度や経済発
展度等から推計すると、海洋プラスチックの発生量が最も多い国は東・東南アジ
アに集中している（※）。欧州を中心とした主要国が自国のプラスチック規制強
化をすることは重要ではあるものの、アジア各国での対策推進こそが急務といえ
る。ところが、そのアジアの一角を占める日本は、「海洋プラスチック憲章」に
は署名していない。日本は関連する国内法が整備されていないことを理由に、プ
ラスチック廃棄物削減の趣旨に賛同したものの、署名は見送ったのである。

　確かに、日本企業がこれまで廃プラスチックのリユースやリサイクル、適正処
理を推進してきたことを考えれば、署名しなかったことをもって日本の取り組み
が遅れているとは必ずしも言えない。とはいうものの、対策が急務な地域内の主
要国であり、２０１６年のＧ７伊勢志摩サミットでも海洋プラスチックの発生抑
止および削減に寄与することを首脳宣言で再確認しているという経緯を考えれ
ば、署名を見送ったのは慎重すぎる対応だったと言わざるを得ないのではないだ
ろうか。現在、日本政府は、途上国の発生抑制等地球規模での実効性のある対
策、地球規模のモニタリング・研究ネットワークの構築等を念頭に、国内対策と
も連動させつつさらなる国際連携・協力等の対応策をＧ２０大阪サミットまでに
取りまとめる予定であると伝えられる。

　海洋プラスチック問題対策として興味深い動きが最近米国で現れている。投資
運用会社である米国Ｃｉｒｃｕｌａｔｅ　Ｃａｐｉｔａｌが、海洋プラスチック
対策ファンドを２０１９年前半に組成することを発表したのである。ファンドに
はすでに約９，０００万米ドルの資金が集まっており、資金の出し手にはコカ・
コーラ・カンパニー、ペプシコ、Ｐ＆Ｇ、ダウ、ダノン、ユニリーバ等の企業や
慈善団体などが名を連ねている。東南アジアと南アジアの海洋プラスチック問題
緩和を狙うインパクト投資ファンドとして、海洋プラスチック対策に関連するリ
サイクル技術や廃棄物管理を行うスタートアップに投資するという。同時に、出
資している企業や政府と連携し、現地のコミュニティが発案した解決アイデアの
実現も支援するとしている。

　大阪府は開業率が２０１６年度は６．７％と、東京の６％を上回り、２年連続
で増加しているなど、足下でスタートアップ立ち上げが増えている。行政や大学
を含めて起業支援プログラムも多く、最先端技術だけでなく社会課題解決型の事
業を検討する起業家も多い。Ｇ２０大阪サミットを見据えて、Ｃｉｒｃｕｌａｔ
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ｅ　Ｃａｐｉｔａｌのような大阪版の海洋プラスチック対策のインパクト投資
ファンドを官民連携で立ち上げ、関西のスタートアップの後押しを進めていくと
すれば、実に「おもろい」と思う。

（※）Jenna R. Jambeck, Roland Geyer, Chris Wilcox, Theodore R. Siegler, Miriam
 Perryman, Anthony Andrady, Ramani Narayan, Kara Lavender Law “Plastic waste inputs
 from land into the ocean”, Science (2015)
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次世代農業の“芽”

第１３回　「産地間競争からグループ間競争へ」

　２０１８年９月に上陸した台風２１号では関西空港連絡橋に貨物船が衝突した
事故が衝撃を与えましたが、農業にも大きな被害が出ました（毎日新聞９月２８
日付記事によると近畿２府４県で被害額１１０億円超）。台風だけでなく、豪
雨・豪雪・高温・低温など近年の気象は極端な水準に達することが多くなってお
り、農業生産への影響も大きくなっています。
　また、成熟市場で競争が激化している食品・外食業や小売業では消費者ニーズ
の変化にあわせ高い頻度で商品の改廃が行われています。材料・原料となる農産
物の調達も不安定になりがちです。
　このように農産物の生産や調達に影響する要因の変動は大きくなっており卸売
市場を通じた需給調整だけでは対応しきれなくなっているのが実情です。

　この状況に対して、筆者は「サプライチェーン関係者がグループ化し、新たな
枠組みで農産物流通体制を作る」ことが有効と考えています。
　現在、筆者は農林水産省「革新的技術開発・緊急展開事業（うち地域戦略プロ
ジェクト）」において「きく類生産・流通イノベーションによる国産シェア奪
還」研究（以降、「当該研究」）に参画しており、国内の複数のきく産地や流通
関係者の方々のご意見を参考に生産・流通のあり方を検討しています。その中で
以下のような課題がみえてきました。
１）各産地で生産・流通の技術や体制はまちまちで生産性や出荷精度に差異があ
ること
２）商品や物流の規格がまちまちで効率低下や品質劣化の要因になり得ること
３）生産・出荷・需要の情報は寸断されており市場での需給調整が限界に達しつ
つあること
　こうした課題は卸売価格の著しい上下動となって顕在化しますが、不確実性が
増す気象変動の中で国内生産者や流通業者はリスクを負いきれない面があり、広
大な生産地でバッファを持つことで安定的に供給される輸入品に対する競争力を
発揮できずにいました。
　当該研究では技術開発のアプローチから出荷精度の向上や産地・流通業者が出
荷情報をやりとりできる基盤作りなどに取り組み技術実証成果は得られつつあり
ますが、今後はそうした技術の普及段階となります。

　農業生産は情報産業のように高頻度で「修正する」「やり直す」ことができな
いため、生産者は新しい技術導入に対しては保守的であるのが当然です。
　そこで、「新技術のリスク」「気象・病害虫のリスク」など各種リスクを分担
するためのサプライチェーン関係者が枠組み（グループ）を作ることが有効で
す。グループでは
（１）商品規格　（２）生産技術・出荷方法　（３）物流規格・物流方法　
（４）出荷計画　（５）リスク対策
が関係者間で統一・共有されるのが望ましいでしょう。これまでにも業務用農産
物の契約取引では類似した取組みがありますが、「（１）～（５）をパッケージ
で標準化」「地域や業種を跨いだ枠組み」についてはまだまだ不十分です。
　産地内部ではこうした取組みに対する合意形成と管理が欠かせませんが、必ず
しも従来の枠だけに捉われることなく、キーマンを中心とした意思決定の早い組
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織体を作るなど工夫も必要でしょう。共通的な情報システムや機械・設備なども
導入していく必要があります。農業あるいは農産物流通に関わる組織・企業には
これら新たなグループの動きに対する積極的な支援・投資が望まれます。

　卸売市場法の改正に伴い、市場外流通の増加が見込まれます。市場外流通では
小売・外食・中食などの実需者にとって「売れるものを安定的に」調達するため
の仕組みづくりが行われることが多いですが、それに対して供給者である産地は
受身にならず、積極的に規格や技術提案を行っていくべきでしょう。「複数産
地、流通、実需」が連携したグループ間の競争激化を見越した戦略が関係者に求
められます。

この連載のバックナンバーはこちらよりご覧いただけます。

■最新の書籍
公共ＩｏＴ　地域を創るＩｏＴ投資 

井熊均、井上岳一、木通秀樹（創発戦略センター）
日刊工業新聞社　２０１８年１１月２７日発行

本書は、地域を持続可能にする鍵は、公共サービスへのＩｏＴ投資にある。
教育、介護、医療、防災、水道、廃棄物、道路インフラ、施設運営、農業、観光
の１０分野を題材に、地域の公共サービスを維持・発展させるＩｏＴのシステム
を具体的に構想・提案する。

ＭａａＳ　モビリティ革命の先にある全産業のゲームチェンジ 
日高洋祐、牧村和彦、井上岳一（創発戦略センター）、井上佳三
日経BP社　２０１８年１１月２６日発行

カーシェアやライドシェアなどの新しい交通サービスと公共交通を組み合わせ、
マイカー以上の使い勝手を提供するのがＭａａＳ（Mobility as a Service）である。
本書は、ＭａａＳの本質とそのインパクト、そして業界ごとのアクションプラン
をまとめた国内初の実務書。 
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